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要 旨  
 本論文では、東日本大震災後の岩手県を事例に、被災地の復興過程を概観した
うえで、被災地における復興にどのような要素が必要かを検討した。岩手県にお
ける東日本大震災後の復興政策と復興過程を概観したうえで、災害復興における
レジリエントな地域づくりにおける「ソーシャル・キャピタル」と「環境再生」
の議論に触れながら、災害復興へどのような示唆があるかを検討した。そのうえ
で、持続可能性を有した地域づくりの在り方を、地域持続可能性に関する 4 資本
の議論との関連性を述べつつ、「環境復興」という概念に収斂させた。 
 
キーワード：災害復興，ソーシャル・キャピタル，レジリエンス，環境再生，4 資本， 
環境復興，東日本大震災 
 
１．イントロダクション 
 大規模災害に直面した被災地は如何に復興を進めていくべきだろうか。地震・津波・台
風・豪雨・火山噴火等、さまざまな自然災害が発生し、災害に直面した地域の住民は、そ
れぞれの生活とコミュニティを再建するための取り組みを進める必要がある。 
 これまで我が国においてもさまざまな自然災害に直面した地域は、災害復興を進めるに
あたって多くの課題に直面してきた。2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では、被
災地域の広大さ、被害の甚大さから、数多くの、さらには多方面にわたる課題が、被災自
治体に突き付けられた。その中でも根幹的な課題が、迅速な復興・生活再建と同時に、地
域住民間での合意を如何に取り付けるかということである。後者の住民合意においてポイ
ントになるのは、単なる生活・社会インフラなどの復旧だけでなく、その後の街のグラン
ドデザインをどのようにするのか、つまり復興の姿をどのように描き出すのかがポイント
になる。 
 一方で、この復興過程でどのような地域づくりを行うのかは、多くの問題に突き当たる。
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なぜなら、地域の住民はそれぞれの被害の大小・地域に求めるもの・地域へのかかわり方
が異なり、全員が納得できるようなグランドデザインを描き出すのは困難である。 
 復興過程に関する研究は、従来の研究分野においても行政学・財政学を中心に数多くの 
研究成果が出されてきた(1)。一方、復興計画の立案・実行、あるいは予算配分など、「上か
らの」復興の在り方を分析する一方で、市民やコミュニティが主体の「下からの」復興が
いかに進められるべきかを検討する研究も近年進んできている。その中で二つの大きな研
究上の潮流がみられる。一つは地域そのものにさまざまなショック（多くの場合、自然災
害を想定）が発生した場合、いかに迅速に発災前の地域の状態に戻すのかという「レジリ
エンス（resilience）」に関する研究である。もう一つが、被災地におけるさまざまなつな
がり（ソーシャル･キャピタル、social capital）を活かした復興過程に関する研究である。 
 本論文では、東日本大震災後の岩手県を事例に、被災地の復興過程を概観したうえで、
被災地における復興にどのような要素が必要かを考察する。本論文の構成は以下のとおり
である。第 2 節では、岩手県の被災状況と復興状況を概観する。特に、津波被害を受けた
県内沿岸 12 市町村別データを使い、復興状況の差とその要因について検討する。第 3 節で
は、災害復興における社会科学上の諸概念について紹介したうえで、その復興過程におけ
る効果について先行研究の成果をまとめつつ検討する。そのうえで、持続可能性を有した
災害復興の在り方である「環境復興」の概念を提示する。第 4 節に本論文の研究で得られ
た結論と課題について述べる。 
 
２．岩手県における東日本大震災の被害状況と復興過程 
(1) 岩手県における被害状況 
 自然災害の被害を大別すると、被災地域の死者（行方不明者を含む）や負傷者など、そ
の地域の人的資本の損失という意味での人的被害と、被災地域に存在していた住宅、工場
など企業が所有する資本、道路・港湾など社会インフラなど、その地域の物的資本の喪失
という意味での資本ストックの被害の、2 種類の被害に分けられる。 
 表 1 で、東日本大震災での岩手県内の人的被害の状況を示した。特に津波被害を受けた
沿岸部に関して市町村別の被害を示したが、沿岸南部の 6 市町（陸前高田市、大船渡市、
釜石市、大槌町、山田町、宮古市）は死者が 100 人以上の規模で沿岸北部よりも桁違いの
被害者を出した。また、このうち宮古市を除く 5 市町について、負傷者数の規模が把握で
きず「不明」となっていることから、震災前人口に対する震災被害者数（死者・行方不明
者・負傷者数の合計）比は、表 1 の「対人口比」で表されている数値よりも大きいことが
推察される。 
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表 1 東日本大震災における岩手県内の人的被害状況 
 
（注）平成 25 年 2 月 28 日現在の数値。対人口比以外の単位は人。 
（資料）岩手県ウェブサイト「東日本大震災被害の概要」P.7 表 2-3 より作成。 
 
表 2 東日本大震災における被災 4 県の資本ストック被害状況（単位：10 億円） 
 
（注）日本政策投資銀行が震災直後の平成 23 年 4 月 28 日時点までで推計した値による。 
（資料）岩手県ウェブサイト「東日本大震災被害の概要」P.24 表 2-2 より作成。 
 
表 2 は東日本大震災で津波被害を受けた 4 県（岩手・宮城・福島・茨城）の震災前の推
計資本ストックと震災・津波による被害額の大きさを示している。岩手県沿岸部の被害額
は 3 兆 5220 億円である。岩手県の被害率（推定資本ストック被害額／推定資本ストック）
は 47.3%であり、同様に津波被害を受けた宮城県沿岸部（21.1%）・福島県沿岸部（11.7%）
よりも高いことが示されている。被害を受けた資本ストックの種類別で見ると生活・社会
インフラが 5-6 割を占めて最も多い。この 4 県の推定資本ストック被害額は 16 兆 3730 億
死者 行方不明者 負傷者 合計 対人口比
岩手県計 1,330,147 4,672 1,151 206 6,029 0.5%
陸前高田市 23,300 1,556 217 不明 1,773 7.6%
大船渡市 40,737 340 80 不明 420 1.0%
釜石市 39,574 888 152 不明 1,040 2.6%
大槌町 15,276 803 437 不明 1,240 8.2%
山田町 18,617 604 149 不明 753 4.0%
宮古市 59,430 420 94 33 547 0.9%
岩泉町 10,804 7 0 0 7 0.1%
田野畑村 3,843 14 15 8 37 1.0%
譜代村 3,088 0 1 1 2 0.1%
野田村 4,632 38 0 19 57 1.2%
久慈市 36,872 2 2 10 14 0.0%
洋野町 17,913 0 0 0 0 0.0%
沿岸小計 274,086 4,672 1,147 71 5,890 2.1%
内陸小計 1,056,061 0 4 135 139 0.0%
人口
人的被害の状況
市町村名
生活・社会
インフラ
住宅
製造
業
その
他
合計
内陸 26,369 457 22 64 211 754 2.9%
沿岸 7,449 1,943 607 191 781 3,522 47.3%
合計 33,818 2,400 629 255 992 4,276 12.6%
内陸 31,443 856 40 148 551 1,595 5.1%
沿岸 23,182 2,031 1,446 290 1,130 4,897 21.1%
合計 54,625 2,887 1,486 438 1,681 6,492 11.9%
内陸 34,314 630 7 263 370 1,270 3.7%
沿岸 16,941 1,244 145 151 319 1,859 11.7%
合計 50,254 1,874 152 414 689 3,129 6.2%
内陸 47,827 460 40 175 318 993 2.1%
沿岸 21,727 766 87 355 275 1,483 6.8%
合計 69,553 1,226 126 530 593 2,476 3.6%
内陸 139,952 2,403 109 650 1,451 4,612 3.3%
沿岸 68,299 5,985 2,285 987 2,504 11,761 17.2%
合計 208,251 8,387 2,394 1,637 3,955 16,373 7.9%
宮城
福島
茨城
4県計
推定資本
ストック
推定資本ストック被害額
県名
地域
名
被害
率
岩手
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円である(2)。 
表 3 に岩手県沿岸市町村別の資本ストックの被害額を示したが、津波被害を受けた沿岸
部の漁港や水産関連施設などの漁業関連と道路・橋梁・港湾整備などの公共関連が特に大
きい。住宅を除いた資本ストックの被害額の合計は、5096.69 億円となっている。ただし、
表 3 の注にも書いたように、市町村ごとに推計の方法・区分が異なっていることに加え、
自治体や項目によっては概算での被害額しか推計できていない場合があることに留意が必
要である。 
 
表 3 東日本大震災における岩手県沿岸部の資本ストック被害状況（単位：100 万円） 
 
（注）市町村ごとに推計の方法や分類が異なるので、単純な市町村比較はできない。「漁業
関連」は漁港施設・海岸施設・水産施設・漁船・養殖施設を、「農業関連」は農地・農業用
施設を、「公共関連」は市役所や学校などの公共施設・道路・橋梁を、「商工関連」は製造
業施設・サービス業施設・観光業施設などをそれぞれ含む。 
（資料）岩手県ウェブサイト「東日本大震災被害の概要」第 3 節 P.28-57 より作成。 
 
 これらのデータで表されるのは震災・津波の直接的な被害とでも呼べるものだが、一方
で震災直後の避難生活とその後の復興過程におけるさまざまな問題によって発生した間接
的な被害も存在する。代表的な問題が、「贈与経済化」と「コミュニティの断絶」である。 
贈与経済とは、発災直後に被災地へ無償の救援物資が提供されることで、全く貨幣を持
たなくても財やサービスを享受できる経済システムをいう（永松 2008, p.114）(3)。被災
地における贈与経済化は、発災直後の被災者へ物的な面でも精神的な面でも大きな力にな
りうる反面、発災から時間が経過するにしたがって弊害も出てくる。たとえば、避難所で
無償の食事がふるまわれることで、地域の飲食店や小売店など営業を再開した店舗が顧客
を奪われ、通常よりも大幅に価格を下げなければ売れなくなってしまう。そのため、被災
地の物価水準が下落し、震災による直接的な経済活動の停滞だけでなく、間接的に市場経
済システムが停滞してしまう。永松(2008)は 2004 年に発生した新潟中越地震で被災した小
千谷市の事業所に対する調査を基に、被災企業の売り上げ回復に対する贈与経済の影響を
漁業関連 農業関連 公共関連 商工関連 合計
陸前高田 28,988 17,050 24,752 15,633 86,424
大船渡 50,634 2,340 8,127 30,144 91,245
釜石 23,135 5,912 1,657 52,906 83,610
大槌 53,309 610 13,027 8,868 75,814
山田 23,389 1,780 1,992 - 27,161
宮古 36,500 - 7,700 28,100 72,300
岩泉 2,710 340 760 - 3,810
田野畑 17,028 9,670 1,061 2,512 30,271
普代 2,649 - 811 - 3,460
野田 3,138 - 6,060
久慈 8,943 14,953 26,876
洋野 2,639
2,922
2,980
2,639
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推計し、義捐物資が営業再開上の障害になったと回答した企業の売り上げ回復率が、そう
でない企業の回復率よりも低いことを示した。 
贈与経済と並ぶ問題が、コミュニティの断絶である。発災前に地域住民間での近所づき
あいなど様々なコミュニティ内で社会的つながり（ソーシャル・キャピタル）が存在し、
それがコミュニティ内の住民自治を機能させてきたが、被災後の避難所への避難生活、さ
らには住居が失われた場合は仮設住宅や復興住宅等へ生活基盤を移すことになり、結果と
してかつてのコミュニティとは異なる人々と新しいコミュニティを営む必要が出てくる。
このとき、新しいコミュニティへ溶け込めたらよいが、健康上の理由や新しい環境になじ
めないなどコミュニティで孤立する人々が存在する恐れがある。また、発災前は自治会な
どが担ってきた地域コミュニティ活動が停滞することで、住民間のつながりが希薄化する
恐れがある。 
このようなソーシャル・キャピタルとしての人々のつながりは既存の統計からは読み取
ることは困難であるが、Aldrich（2012）が指摘するように、被災地の復興において大きな
役割があり、如何に被災地復興における社会関係資本を構築していくかが課題となる。 
(2) 被災後の復興過程と復興の進捗状況 
 東日本大震災の被災地において、発災直後から国ならびに被災自治体において早期に復
興計画をまとめて実行に移していくことを基本方針としてきたが、本論文で研究対象とな
る岩手県及び県内の被災自治体はどうであろうか。 
 岩手県は平成 23 年 8 月に「岩手県東日本大震災津波復興計画」ならびに「復興実施計画」
を策定したが、そのなかでの三原則として「安全の確保」、「暮らしの再建」、「なりわいの
再生」に定め、実施計画に基づく 10 分野にわたる施策（22 取組、441 事業に細分化される）
に取り組んでいる。また、復興の進捗状況として、上記の三原則に基づく各事業の進捗状
況と推移を客観指標で測るため、既存の代表的な指標を抽出した「いわて復興インデック
ス」を平成 24 年 2 月以降、年 4 回、概ね 3 カ月に 1 度の頻度で発表している。「いわて復
興インデックス」でどのような指標が採用されてきたのかを表 4 に示した。現在（平成 27
年 9月）までに 15回公表されてきたが、第 1回から全く同じ指標を使ってきたわけでなく、
ほぼ 1年に一回採用している指標の見直しが行われている。表 4の中の太字で示したのは、
各回で追加・変更された指標を示しているが、平成 25 年 5 月（第 6 回）では、人口社会増
減・ボランティア活動人数・有効求職者数が、平成 26 年 5 月（第 10 回）では復興道路の
併用率、災害公営住宅進捗率、養殖生産量が追加・変更された。これらの指標の変化から、
復興過程における被災地の変化が読み取れる。たとえば震災から 2 年が経過した時点での
人口の項目で、各市町村の人口総数だけでなく、人口の社会変動を入れることで、被災自
治体の人の出入りを把握することを目的としている。表 5 で岩手県の地域別社会動態の推
移を示しているが、2010 年以前は内陸部の方が沿岸部より人口純減が大きかったのに対し、
震災の発生した 2011 年は内陸部が純増に転じ、沿岸部は逆に純減が大幅に増えた。2014
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年では、再び内陸部の純減が沿岸部を上回っている。 
 
表 4 いわて復興インデックスを構成する指標 
 
（資料）岩手県ウェブサイト「いわて復興インデックス」各回より作成。 
  
表 5 岩手県の地域別社会動態の変動（転出数から転入数を引いた純変動、単位:人） 
 
（注）各年の値は前年 10 月から当年 9 月までの値。「内陸部」は盛岡市・花巻市など 21
市町村の合計、「沿岸部」は宮古市・大船渡市など 12 市町村の合計。 
（資料）岩手県ウェブサイト「岩手県人口移動報告年報」各年より作成。 
  
 このほか、復興に関する県民の主観的な意識（復興感）を把握する「岩手県の東日本大
震災津波からの復興に関する意識調査（復興意識調査）」が平成 24 年から年 1 度実施され
ているほか、被災地の事業所の復興状況を把握する「被災事業所復興状況調査」が平成 24
年から年 2 回実施されている。このように岩手県では行政主導で復興基本計画を策定し、
分
類
項目
第1回（平成24年2月）～
第5回（平成25年2月）
第6回（平成25年5月）～
第9回（平成26年2月）
第10回（平成26年5月）～
第15回（平成27年8月）
がれき がれき撤去率 がれき撤去率 がれき撤去率
防災 津波防災施設の整備率 津波防災施設の整備率 津波防災施設の整備率
交通事故件数 交通事故件数 交通事故件数
復興道路の併用率
地表付近の放射線量（盛岡） 地表付近の放射線量（盛岡） 地表付近の放射線量（盛岡）
地表付近の放射線量（一関） 地表付近の放射線量（一関） 地表付近の放射線量（一関）
人口総数 人口総数 人口総数
人口の社会増減 人口の社会増減
新設住宅着工数 新設住宅着工数 新設住宅着工数
応急仮設住宅入居戸数 応急仮設住宅入居戸数 応急仮設住宅入居戸数
生活保護世帯数 生活保護世帯数 生活保護世帯数
災害公営住宅進捗率
雇用 有効求人倍率 有効求人倍率 有効求人倍率
介護施設等定員数 介護施設等定員数 介護施設等定員数
医療提供施設数（医療機関：
病院、診療所、歯科診療所）
医療提供施設数（医療機関：
病院、診療所、歯科診療所）
医療提供施設数（医療機関：
病院、診療所、歯科診療所）
医療提供施設数（調剤薬局） 医療提供施設数（調剤薬局） 医療提供施設数（調剤薬局）
学校施設復旧率（県立学校） 学校施設復旧率（県立学校） 学校施設復旧率（県立学校）
学校施設復旧率（市町村立学校） 学校施設復旧率（市町村立学校） 学校施設復旧率（市町村立学校）
NPO法人数 NPO法人数 NPO法人数
ボランティア活動人数 ボランティア活動人数
倒産 企業倒産件数 企業倒産件数 企業倒産件数
雇用 有効求人倍率（再掲） 有効求職者数 有効求職者数
新規登録漁船数 新規登録漁船数 新規登録漁船数
養殖施設整備台数 養殖施設整備台数 養殖施設整備台数
産地魚市場水揚量 産地魚市場水揚量 産地魚市場水揚量
養殖生産量
農地 農地復旧率 農地復旧率 農地復旧率
大型小売店販売額 大型小売店販売額 大型小売店販売額
鉱工業生産指数 鉱工業生産指数 鉱工業生産指数
公共工事請負金額 公共工事請負金額 公共工事請負金額
観光 主要観光地入込客数 主要観光地入込客数 主要観光地入込客数
交通
暮
ら
し
安
全
な
り
わ
い
保健医療
福祉
放射能
水産業
商工業
地域活動
教育
生活
人口
平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年
内陸部 -3366 -3488 -3754 -3776 -2411 1678 -709 -864 -1820
沿岸部 -2788 -3111 -2788 -1978 -1385 -5689 -1734 -1362 -1174
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それらを実施するだけでなく、客観指標と主観指標を組み合わせて事業と復興の進捗状況
を把握する取り組みがなされている。 
 ただし、これらの客観・主観指標を組み合わせた多角的な復興政策の評価と復興過程の
把握においても、被災地における被災者間のつながり（ソーシャル・キャピタル）につい
ては定量的に把握されていない。そこで第 3 節では、災害復興に関して社会科学の分野で
はどのように捉えているのかを理論的なフレームワークから見ていく。 
 
３． 災害復興における社会科学上の諸概念 
(1) “レジリエンス”と“ソーシャル・キャピタル” 
「レジリエンス」とは、自然災害のように何らかの外的ショックが経済社会に与えられ
たときに、経済社会を防護するだけでなく、できるだけ早く元の状態へ復元する「復元力」
を備えた状態を指す(4)。ここでいう「元の状態」とは、Aldrich（2012）が 1923 年の関東
大震災後の東京市（当時）について、警察管轄区別に震災後の人口回復の速さと人口増加
率の高さで考えたように人口などの人的要素の復元力で測るケースが考えられる。また、
同じく Aldrich による、2004 年のインド洋大津波後のインド・タルミナードゥ州の集落な
どを対象にした分析では、新築・修繕した世帯率や受援金額を考慮している。 
「レジリエンス」は日本政府が 2013 年に発表した「国土強靭化計画」においても中心的
な概念として扱われており、大規模災害など非常において、如何に地域や国が機能不全に
陥らないか、あるいは如何にスピーディに平時の状態を取り戻すかという意味で、重要な
考え方とされている。では、レジリエントな地域とはどのような性格のものであろうか。
Aldrich（2012）は、ソーシャル・キャピタルが発災後の地域のレジリエンスに影響しうる
ことが、複数の災害復興の研究で示されているとしている。ソーシャル・キャピタルは、
多くの場合、当事者間の社会的ネットワークのことであり、そのなかで醸成される信頼・
規範・協調といった行動につながるとされている（稲葉他 2014）。このようなソーシャル・
キャピタルの概念は、Putnam(1993)によってソーシャル・キャピタルの持つ 3 つの側面と
して定義された。 
ソーシャル・キャピタルの形態として、結束型、橋渡し型、連結型の三つに分類される
（Aldrich 2012）。結束型ソーシャル・キャピタルは、同一コミュニティ内の構成員間での
密接なネットワーク形態である（図 1）。図中の三角形がコミュニティの構成員で、構成員
間をつなぐ線が結束型ソーシャル・キャピタル、外縁の丸が一つのコミュニティを示して
いる。 
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 図 1 結束型ソーシャル・キャピタルの概念図 
（資料）Aldrich（2012）を基に筆者作成。 
 
結束型ソーシャル・キャピタルで観察されるネットワークは、よく似た同質的な個人間
の水平的な結びつきが中心となる。このようなネットワークは、個人間の持ちつ持たれつ
の関係や連帯感、さらにはコミュニティへの帰属意識などを生み出すとされている。災害
復興において、結束型ソーシャル・キャピタルの存在が強い地域は、ある意味構成員間で
の協調と連帯に基づく復興がなされることが観察されている（Putnam 2000）。一方で、結
束型ソーシャル・キャピタルは、その強い帰属意識がコミュニティに属さない人々への無
関心や敵がい心を生み、復旧復興から取り残される恐れが存在する(5)。 
異なるコミュニティ内の構成員とのパイプ役であったり、コミュニティ間の橋渡し役と
しての機能を果たすのが橋渡し型ソーシャル・キャピタルである。図 2 の異なるコミュニ
ティに属する構成員間をつなぐ太線が橋渡し型ソーシャル・キャピタルである。橋渡し型
ソーシャル・キャピタルは、外部の資源とのつながりを生むことで、「より広範囲にわたる
アイデンティティ」を生み出すとされている（Putnam 2000）。 
 
 
図 2 橋渡し型ソーシャル・キャピタルの概念図 
（資料）Aldrich（2012）を基に筆者作成。 
 
ただし、橋渡し型ソーシャル・キャピタルもあくまでコミュニティ間のネットワークで
あり、異なる社会階層間でのネットワークではない。日常生活において行政や権力機構と
のコミュニケーションを取るためのネットワークが存在しているかどうかが、外部との情
報や資源を容易に入手することができるかどうかにつながる。特に、少数民族や社会的弱
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者は外部のコミュニティにいる個人とのネットワークを構成するための手段を持たず、外
部とのつながりを効率的に持つためには行政等の権力機構や NGO などとのつながりを持つ
ことが必要になる。このようなネットワークは連結型ソーシャル・キャピタルと呼ばれる。
図 3 の政府など権力機構とその下部のコミュニティとつながる二重線が連結型ソーシャ
ル・キャピタルである。橋渡し型ソーシャル・キャピタルが異なるコミュニティに属する
同質の個人との間での水平方向のネットワークであるとすれば、連結型ソーシャル・キャ
ピタルはコミュニティと権力機構との間での垂直方向のネットワークである。 
 
 
図 3 連結型ソーシャル・キャピタルの概念図 
（資料）Aldrich（2012）を基に筆者作成。 
 
この連結型ソーシャル・キャピタルの災害復興における意義は、地域の復興過程におけ
る様々な意思決定において、コミュニティの構成員の意見を外部に意思表示することがで
きることである。たとえば、復興過程でコミュニティ内において解決困難な状況が発生し
た場合、権力機構との間でのネットワークを使って問題解決につながる対策がとれるかも
しれない。また、連結型ソーシャル・キャピタルを使うことで、復興政策の変更などより
強い意思表示が可能になる場合もある。 
このようにさまざまなソーシャル・キャピタルの形態があるが、Putnam(1993)が想定し
たような平時におけるソーシャル・キャピタルの有無が、そのネットワークを通じたコミ
ュニティ内の情報量の増加やコミュニティの価値を高めるという効果ばかりでなく、災害
復興過程における構成員間での協働や相互支援、価値の向上のような効果をもたらすと考
えられる。一方で、Aldrich（2012）が指摘した通り、ソーシャル・キャピタルは復興を進
め被災者の価値を高める正の効果だけではなく、ソーシャル・キャピタルのネットワーク
から外れた被災者（それは少数民族、マイノリティ、社会的弱者であることが多い）がそ
のような恩恵に受けられないおそれがある。さらには、そのようなネットワークから外さ
れた構成員の存在による新たな社会問題を生み出す恐れがある。 
政府など
権力機構
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(2) “環境再生”の災害復興への応用 
地域における外的ショックからの再生という課題は、自然災害だけにとどまらない。公
害問題のような環境破壊を経験した地域が、どのように地域を再生させるか、「環境再生」
という考え方も、災害復興における地域再生に援用できる。 
除本(2009)は環境再生の定義を、環境負荷の低減など従来からの「フロー対策」とは異
なり、「環境被害ストック」を除去・修復・復元・再生を進めることを指す。環境被害スト
ックとは、宮本(2007)が示すような、公害被害を頂点とし、自然環境や生態系の破壊を基
底とするピラミッド構造を成す「環境被害」の歴史的蓄積を意味する（除本 2009）。この
環境被害ストックの除去は、「破壊された環境だけが再生されたとしても、被害者の救済や、
地域社会の共同性あるいはコミュニティの再生が進まなければ、"維持可能な社会"が実現
しない（除本 2009）」というように、環境の側面以外の地域の経済・社会の側面での「持
続可能性（sustainability）」が実現されなければならない。 
公害を経験した地域が、環境被害ストックの除去だけでなく、その結果悪化した地域コ
ミュニティの再生を目指したのが環境再生であるが、言い換えれば、環境問題からの地域
再生と考えられる（宮本 2008）。香坂（2012）は地域再生に取り組む様々な地域の事例を
見ることによって、その地域が如何に一度破壊されたコミュニティを再生するかをまとめ
ているが、そのなかで公害問題に直面した三重県四日市市と熊本県水俣市のケースを取り
上げている。このなかで、四日市公害や水俣病といった「負の記録・記憶」を住民間で継
承し、外部に伝え、新しい街の魅力を創出する様子が描かれている。 
「環境再生」における「まちづくり」と、災害復興における「地域再生」の共通点は、
ある地域を襲った「外的なショック」に対し、その被害の除去だけでなく、地域のコミュ
ニティの再生とそこに住む人々の価値の創出を目指すものである。 
(3) “持続可能性”を有した災害復興 
 ここまで災害復興に関して、社会科学上の諸概念を概観したうえで、どのような要素が
復興を進め、災害後の新しい地域を作り上げていくのか検討した。そのなかで、大きく二
つの考え方がある。 
一つは、ソーシャル・キャピタルの構築によって、コミュニティ内あるいは異なるコミ
ュニティや権力機構とのネットワークを構築することで、レジリエントな地域を作り上げ
て行くという考えである。これは、被災地における地域再生において、近年の研究成果の
蓄積と多様な事例からも、大きな流れを作り出しているといえる。しかしながら、ソーシ
ャル・キャピタルは災害復興に関して、決して正の側面のみをもたらすだけでなく、ネッ
トワークから外れた人々や小規模コミュニティに対しては負の側面をもたらし、結果とし
て新たな負の影響をもたらす恐れもある。 
これに対し、もう一つの考え方が、公害問題等の環境破壊に直面した地域は、環境被害
の軽減だけでなく、環境破壊によって破壊された地域コミュニティの再生まで企図した「環
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結論は以下のとおりである。 
 第一に、岩手県における沿岸南部地域を中心とした甚大な被害は、経済的にも社会的に
も大きな損失をもたらした。そのなかで、岩手県は「いわて復興インデックス」など客観・
主観指標を用いて震災復興過程を見える化した。一方、被災地におけるまちづくりにおい
て被災地でのコミュニティの問題、被災者間での社会的ネットワークの問題など、被災地
におけるソーシャル・ネットワークについては十分に考慮されていないことが分かった。 
 第二に、災害復興におけるレジリエントな地域づくりにおいて、ソーシャル・キャピタ
ルの役割を検討した。Putnam(1993）が実証した地域づくりにおけるソーシャル・キャピタ
ルに関する議論を、Aldrich(2012)が理論面でも実証面でも災害復興におけるソーシャル・
キャピタルの効果と問題を明らかにした。この中から、各種のソーシャル・キャピタルの
相互補完的な作用が、発災後の地域再生に有効に作用することを示した。 
 第三に、環境問題に直面した地域が如何に負の記憶に向き合い、地域再生を行うのかと
いう環境再生について概観したうえで、地域環境を考慮し、さらには地域コミュニティの
再生というソーシャル・キャピタルの議論との共通性を指摘した。 
 第四に、これまでの災害復興と地域再生の議論を踏まえ、持続可能性を有した地域づく
りの在り方を、「環境復興」という概念に収斂させた。さらには、地域持続可能性に関する
4 資本の議論との関連性を述べた。 
 本論文における議論は、従来からの復興政策と災害復興、地域再生の現実とアカデミッ
クな議論に基づき展開したが、持続可能性を有した災害復興に対し「環境復興」の効果を
示すものではない。また、「環境復興」を構成する 4 資本の相互関係や「環境復興」にどう
影響するのかなどについて検討していない。これらの問題に関しては、今後の研究上の課
題としたい。 
 
（注） 
（１）過去の様々な復興計画を含む復興政策に関する研究は越澤(2012）、復興政策におけ
る財政学を中心としたマクロ経済学からの研究は高端(2012)がある。また、東日本
大震災後の日本および被災地の経済に関する研究は齊藤編(2015）と東北大学大学院
経済学研究科地域産業復興調査研究プロジェクト編(2012)(2013)が詳しい。 
（２）一方で齋藤他（2014）は、内閣府(2011)をはじめ震災直後に発表された資本ストッ
ク被害額が過大に見積もられたことを指摘し、震災から 3 年たった段階で資本スト
ック被害額は東北 3 県の津波被災自治体合計で約 3.7 兆円、津波被災を受けなかっ
た自治体の被害（建物の損壊・液状化や土砂崩れによる被害など）を加えても約 4
兆円と推計した。 
（３）贈与経済は、通貨を媒介したモノ・サービスの取引である市場経済と対照的な経済
システムとして定義されている。 
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（４）「レジリエンス」は元来物理学の用語で、「外力による歪み」を意味するストレスに
対し「外力による歪みを跳ね返す力」を意味し、転じて心理学において「極度の不
利な状況に直面しても、正常な平衡状態を維持することができる能力」を意味する
概念として使われている。加藤(2009)参照。 
（５）Aldrich(2012)の関東大震災を対象にした研究では、市民間のソーシャル・キャピタ
ルによって早い時期での人口回復に正の効果をもたらした一方で、発災直後の自警
団による在日朝鮮人への暴行・虐殺という負の効果をもたらしたとしている。 
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